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はじめに 

 平成７年１月１７日に発生した阪神・淡路大震災では、地震により６,４３４人の尊い命が失

われた。この地震による直接的な死者は、５,５０２人であり、さらに、この９割の４,８３１人

が住宅・建築物の倒壊等によるものだった。この教訓を踏まえて、平成７年に「建築物の耐震

改修の促進に関する法律」（以下「法」という。）が制定された。 

 その後も国は建築物の耐震改修等について、全国的に取り組むべき「社会全体の国家的な緊

急課題」であるとし、平成１８年１月に耐震改修促進法の一部を改正した。改正された耐震改

修促進法に基づき、国により平成１８年１月に「基本方針」が、宮崎県により平成１９年３月

に「宮崎県建築物耐震改修促進計画」が策定された。また、市町村は市町村耐震改修促進計画

策定の努力義務が定められ、本町においても、平成２１年３月に「川南町建築物耐震改修促進

計画」（以下「促進計画」という。）を策定したところである。 

 促進計画策定以降においても、平成２３年３月には東日本大震災、平成２８年４月には熊本

地震が発生し、さらには南海トラフ巨大地震の切迫が指摘されている。平成２５年１１月には

再度の法改正が行われ、不特定多数の者や避難弱者が利用する大規模な建築物について耐震診

断を義務付けるなど、耐震化の促進について更なる取組みの強化が図られた。 

 こうした状況を踏まえ、宮崎県では、平成２９年１２月に「宮崎県建築物耐震改修促進計画」

（以下「県計画」という。）を改定しており、本町においても促進計画の改定を行い、本町にお

ける建築物の耐震診断及び耐震改修等を計画的かつ総合的に進めることにより、既存建築物の

耐震化を促進し、災害に強いまちづくりを進めるものである。 
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第１章 基本方針 

１．計画の目的 

川南町建築物耐震改修促進計画（以下「本計画」という。）は、地震による建築物の倒壊

等の被害から、町民の生命や財産等の損失を未然に防ぐため、昭和５６年５月以前に建築さ

れた住宅・建築物の耐震診断➀や耐震改修②を総合的かつ計画的に推進し、耐震化の促進を

図ることを目的とする。 

  

２．計画の期間 

 本計画の計画期間は、令和２年度から令和８年度までの７年間とする。なお、必要に応じ

て見直しを行うものとする。 

 

３．計画の位置付け 

 本町では、町の地域状況を踏まえたうえで、国の「基本方針」及び「宮崎県建築物耐震改

修促進計画」を勘案し、また「川南町地域防災計画③」を上位計画とし、本計画を策定する。 

 本計画では、県及び町民等との連携を図り、本町における建築物の耐震診断及び耐震改修

等を計画的かつ総合的に進めることにより既存建築物の耐震化を促進し、都市空間、居住空

間における被害の軽減を図り、災害に強いまちづくりを進めることを最大の目的とする。 

 

図１－１ 計画の位置付けイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                            
➀耐震診断：建物の形状や老朽化の程度、ひび割れ、変形等による損傷具合等を総合的に調査し、地震等の 

      揺れによる建物の被害の大きさや安全性を、専門的な計算により数値化して判断すること。 
②耐震改修：地震に対する安全性の向上を目的として、建築物の増築、改築、修繕若しくは模様替え又は建 

      物敷地の整備を行い、耐震性の向上を図ること。 
③川南町地域防災計画：災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）に基づき、町民の生命・財産を守る 

           ために町が取るべき災害対策を規定する計画。 

 

（災害対策基本法） 

防災基本計画 

（法） 

「国の基本方針」 

宮崎県地域防災計画 

宮崎県建築物耐震改修促進計画 

川南町地域防災計画 

川南町建築物耐震改修促進計画 

国              宮崎県               川南町 
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第２章 建築物の耐震化の実施に関する目標 

１．想定される地震の規模及び想定される被害の状況 

 宮崎県で想定される地震は、「宮崎県地域防災計画④」において、➀日向灘南部地震、②日

向灘北部地震、③えびの・小林地震、④東南海・南海地震、⑤南海トラフ巨大地震の５ケー

スが想定されている。 

 そのうち、県及び本町に最も大きな被害が予想されている南海トラフ巨大地震の被害想

定（２ケース⑤）を（表２－１）に示す。 

より被害が大きい想定ケース➀では、本町で建物全壊・半壊あわせて約５，９００棟、死

傷者が約１，５１０人と、非常に大きな被害が見込まれている。 

 

表２－１ 南海トラフ巨大地震の被害想定概要 

項目 

南海トラフ巨大地震 

想定ケース➀ 想定ケース② 

宮崎県 川南町 宮崎県 川南町 

地震の規模 
マグニチュード ９.１ 

最大震度 ７⑥ 

建物被害 
全壊 約 89,000 棟 約 3,400 棟 約 88,000 棟 約 3,300 棟 

半壊 約 124,000 棟 約 2,500 棟 約 129,000 棟 約 2,500 棟 

人的被害 
死者 約 35,000 人 約 620 人 約 28,000 人 約 600 人 

負傷者 約 24,000 人 約 890 人 約 27,000 人 約 860 人 

（宮崎県ホームページ、川南町地域防災計画＿資料編より） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                             
④宮崎県地域防災計画：災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）に基づいて設置された、宮崎県防災 

           会議が策定する計画。 
⑤想定ケース：想定ケース➀は、内閣府が設定した地震津波モデルを用いて、県独自に再解析した地震動及 

       び津波浸水想定に基づくケース。想定ケース②は、県独自に設定した地震津波モデルによる 

       地震動及び津波浸水想定に基づくケース。（県計画より） 
⑥震度 7：立っていることができず、這わないと動くことができない。固定していない家具のほとんどが移 

     動したり倒れたりし、飛ぶこともある。耐震性の低い木造住宅では、傾くものや、倒れるものが 

     さらに多くなる。（県計画より） 
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図２－１ 南海トラフ巨大地震の震度分布 
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２．耐震化の現状と目標設定 

（１）川南町の住宅耐震化の現状と目標 

 平成３０年の住宅・土地統計調査⑦を基に推測すると、表２－２のとおり、令和元年度末

現在の町内の住宅総数は約５千６百戸である。国の耐震化率の推計方法⑧に準じて算定する

と、このうち約３千３百戸（６６．６％）の住宅が耐震性を有していると見込まれ、一方、

約１千９百戸（３３．４％）の住宅において耐震性が不足していると見込まれる。 

 

表２－２ 川南町の住宅耐震化の現状と目標               （単位：戸） 

区分 

建築物数 

➀ 

（②+④） 

昭和 56 年 

5 月以前の 

住宅 ② 

 
昭和 56 年 

6 月以降の 

住宅 ④ 

耐震性有 

住宅数⑤ 

（③+④） 

現状の 

耐震化率⑨ 

(元年度末) 

⑤/➀％ 

耐震化率 

の目標 

(R8 年度） 

うち耐震性有 

③ 

木 造 

戸 建 
4,960 2,140 380 2,820 3200 64.5％  

共 同 

住宅等 
610 100 0 510 510 83.6％  

合 計 5,570 2,240 380 3,330 3710 66.6％ 90％ 

※県計画において、「平成３０年住宅・土地統計調査」を基に、国の耐震化率の推計方法に

準じて算定された内容を踏まえ、本町分を推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                
⑦住宅・土地統計調査：我が国の住宅に関する最も基礎的な統計調査。住宅及び世帯の居住状況の実態を把 

           握し、その現状と推移を全国及び地域別に明らかにすることを目的に、総務省統計 

           局が５年ごとに実施している。 
⑧国の耐震化率の推計方法：「国の基本方針」における、住宅及び多数の者が利用する特定建築物の現状の 

             耐震化率を推計する方法。 
⑨耐震化率：耐震性がある住宅・建築物（昭和５６年６月以降の建築物+昭和５６年５月以前の建築物のう 

      ち耐震性がある建築物）の数が、住宅・建築物総数に占める割合。 
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図２－２ 住宅の耐震化状況の推移と目標 

 

※住宅数、耐震性の有無等は推計値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

耐震性あり2640戸 耐震性あり3710戸 耐震性あり4320戸 耐震性あり4320戸

耐震性不十分

2450戸

耐震性不十分

1860戸

耐震性不十分

1680戸

耐震性不十分

600戸

0戸

1000戸

2000戸

3000戸

4000戸

5000戸

6000戸

7000戸

平成２１年度末 令和元年度末 令和８年度末

（自然更新）

令和２０年度末

（目標）

住宅総数 

5090 戸 

(耐震率 51.8％) 

住宅総数 

5570 戸 

(耐震率 66.6％) 

住宅総数 

6000 戸 

(耐震率 72.0％) 

住宅総数 

6000 戸 

(耐震率 72.0％) 

耐震改修 

必要戸数 

1080 戸 

耐震化率 

目標 

90％ 
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（２）川南町の特定建築物（町有施設） 

 多数の者が利用する特定建築物➉のうち、町有施設は災害時の活動拠点や避難施設になる

ことから、積極的に耐震化を促進することが重要である。 

 本町が所有する多数の者が利用する特定建築物は、平成２６年度末時点で全施設耐震化

が完了している。 

 

表２－３ 多数の者が利用する特定建築物（町有）の耐震化の現状 

特定建築物 建築物数 

➀ 

(②+④) 

昭和 56 年 

5 月以前 

の建築物 

② 

 
昭和 56 年 

6 月以降 

の建築物 

④ 

耐震性有 

建築物数 

⑤ 

(③+④) 

現状の 

耐震化率 

⑤/➀％ 法 用 途 
うち耐震 

性有③ 

多 

数 

の 

者 

が 

利 

用 

す 
る 

建 

築 

物 

災害時 

の拠点 

となる 

建築物 

小・中学校 7 3 3 4 7 100 

役場 

庁舎 
2 1 1 1 2 100 

体育館 3 1 1 2 3 100 

その他 0 0 0 0 0 0 

不特定 

多数の 

者が利 

用する 

建築物 

劇場、 

集会場 
0 0 0 0 0 0 

特定多 

数の者 

が利用 

する 

建築物 

共同 

賃貸 

住宅 

8 0 0 8 8 100 

合 計 20 5 5 15 20 100％ 

※建築物個別の情報は（表２－５：Ｐ９）参照               （単位：棟） 

 

 

                     
➉特定建築物：法第１４条に規定する一定規模以上の建築物（対象用途及び規模要件は表２－４：Ｐ８参照） 
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表２－４ 特定建築物の用途別規模要件一覧表 

法 区分 用途 
特定既存耐震不適格 

建築物の要件 

指示対象となる特定 

既存耐震不適格建築物 

の要件 

耐震診断義務付け 

対象建築物の要件 

法
第
１
４
条
第
１
号 

災害時の拠点 

となる建築物 

小学校、中学校、中等教育学校の前期課程若

しくは特別支援学校 

階数２以上かつ1,000㎡以上 

※屋内運動場の面積を含む 

階数２以上かつ1,500㎡以上 

※屋内運動場の面積を含む 

階数２以上かつ3,000㎡以上 

※屋内運動場の面積を含む 

老人ホーム、老人短期入所施設、身体障害者

福祉ホームその他これらに類するもの 

階数２以上かつ1,000㎡以上 階数２以上かつ2,000㎡以上 階数２以上かつ5,000㎡以上 

老人福祉センター、児童厚生施設、身体障害

者福祉センターその他これらに類するもの 

体育館（一般公共の用に供されるもの） 階数１以上かつ1,000㎡以上 階数１以上かつ2,000㎡以上 階数１以上かつ5,000㎡以上 

幼稚園、保育所 階数２以上かつ 500 ㎡以上 階数２以上かつ 750 ㎡以上 階数２以上かつ1,500㎡以上 

小学校、中学校、中等教育学校の前期課程若

しくは特別支援学校 

階数３以上かつ1,000㎡以上   

病院、診療所 階数３以上かつ2,000㎡以上 階数３以上かつ5,000㎡以上 

車両の停車場又は船舶若しくは航空機の発

着場を構成する建築物で旅客の乗降又は待

合の用に供するもの 

保健所、税務署その他のこれらに類する公

益上必要な建築物 

不特定多数の 

者が利用する 

建築物 

ボーリング場、スケート場、水泳場その他こ

れらに類する運動施設 

劇場、観覧場、映画館、演芸場 

集会場、公会堂 

展示場 

卸売市場   

百貨店、マーケットその他の物品販売業を

営む店舗 

階数３以上かつ2,000㎡以上 階数３以上かつ5,000㎡以上 

ホテル、旅館 

博物館、美術館、図書館 

遊技場 

公衆浴場 

飲食店、キャバレー、料理店、ナイトクラ

ブ、ダンスホールその他これらに類するも

の 

理髪店、質屋、貸衣装屋、銀行その他これら

に類するサービス業を営む店舗 

自動車車庫その他の自動車又は自転車の停

留又は駐車のための施設 

特定多数の者 

が利用する 

建築物 

賃貸住宅（共同住宅に限る）、寄宿舎、下宿   

事務所 

工場（危険物取扱建築物を除く） 

法第１４条 

第２号 

危険物の貯蔵場又は処理場の用途に供する

建築物（危険物取扱建築物） 

法令で定める数量以上の危

険物を貯蔵、処理する全ての

建築物 

500 ㎡以上 

階数１以上かつ5,000㎡以上 

（敷地境界線から一定距離

以内に存する建築物に限る） 

法第１４条 

第３号 

避難路沿道建築物 耐震改修等促進計画で指定

する避難路の沿道建築物で

あって、前面道路幅員の 1/2

超の高さの建築物（道路幅員

が 12m 以下の場合は 6m 超） 

左に同じ 

耐震改修等促進計画で指定

する重要な避難路の沿道建

築物であって、前面道路幅員

の 1/2 超の高さの建築物（道

路幅員が 12m 以下の場合は

6m 超） 
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表２－５ 多数の者が利用する特定建築物（町有）一覧表 

区分 用途 建物名 構造 階数 建築年 耐震状況 

災害時の 

拠点となる 

建築物 

小学校 

川南小学校（教室棟） RC⑪ 2 昭和５４年 耐震性あり 

川南小学校（教室棟） RC 2 平成１年 － 

山本小学校（教室棟） RC 2 昭和６３年 － 

多賀小学校（教室棟） RC 2 平成１０年 － 

通山小学校（教室・管理棟） RC 2 平成２年 － 

中学校 
国光原中学校（管理棟） RC 2 昭和４９年 耐震性あり 

唐瀬原中学校（教室棟） RC 2 昭和４７年 改修済み 

役場庁舎 
庁舎本館 RC 3 昭和４９年 改修済み 

庁舎別館 RC 3 平成３年 － 

体育館 

国光原中学校（体育館） RC 1 平成１５年 － 

唐瀬原中学校（体育館） RC 1 平成４年 － 

農村改善センター（体育館） RC 1 昭和５２年 耐震性あり 

特定多数 

の者が利用 

する建築物 

共同賃貸 

住宅 

白坂住宅一 RC 3 昭和５８年 － 

白坂住宅二 RC 3 昭和５９年 － 

白坂住宅三 RC 3 昭和６０年 － 

塩付住宅 RC 3 平成７年 － 

新橋住宅一 RC 3 平成８年 － 

新橋住宅二 RC 3 平成９年 － 

ひばりが丘住宅一 RC 3 平成１６年 － 

さくらが丘住宅二 RC 3 平成２７年 － 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                     
⑪RC：鉄筋コンクリート造 
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（３）町有施設（階数２以上又は２００㎡を超える建築物） 

 町有施設のうち、多数の者が利用する特定建築物については耐震化が完了しているが、特

定建築物の用途、規模要件に該当しない町有施設についても耐震化を促進していくことが

必要である。 

 本町の階数２以上又は２００㎡を超える建築物の耐震化状況は（表２－６）に示すとおり

であり、耐震化率は９２.３％となっている。今後はこれらの建築物について、その用途、

規模及び機能等を踏まえ、耐震化を図るものとする。 

 

表２－６ 階数２以上又は２００㎡を超える町有建築物の耐震化の現状 

建築物の用途 

建築物数 

➀ 

(②+④) 

昭和 56 年 

5 月以前 

の建築物 

② 

 
昭和 56 年 

6 月以降 

の建築物 

④ 

耐震性有 

建築物数 

⑤ 

(③+④) 

現状の 

耐震化率 

(令和 2 年度) 

⑤/➀％ 

うち耐震 

性有③ 

災害時の拠点となる 

建築物 
53 26 24 27 51 96.2％ 

不特定多数の者が利用する 

建築物 
8 3 1 5 6 75.0％ 

特定多数の者が利用する 

建築物 
31 9 6 22 28 90.3％ 

合 計 92 38 31 54 85 92.3％ 

※現在使用されていない建築物を除く                  （単位：棟） 
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第３章 建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための施策 

１．耐震診断及び耐震改修に係る基本的な取組み方針 

 建築物の耐震化を促進するためには、まず建築物の所有者が、地域防災対策等を自らの問

題、地域の問題として意識し、取り組むことが不可欠である。 

 町はこうした所有者に対して、耐震性の向上に向けた意識の啓発に取り組むとともに、所

有者の取組みをできる限り支援する観点から、所有者にとって、耐震診断及び耐震改修が行

いやすいような情報の提供等を含めた環境の整備、負担軽減のための制度の構築など、必要

な施策を講じて、耐震改修の実施の阻害要因となっている課題を解決していくことを基本

的な取組み方針とする。 

 

（１）建築物所有者の役割 

 建築物所有者は、所有する建築物の地震に対する安全性を確保するとともに、その向上を

図るよう努める。さらに、特定建築物の所有者は、耐震診断を行い、必要に応じて耐震改修

を行うよう努める。 

 

（２）川南町の役割 

本町は、建築物の所有者として自ら所有する公共建築物の耐震化に率先して取り組む。ま

た、町内の建築物は、宮崎県が所管行政庁⑫として、法による指導・助言、指示等を行うこ

とになる。これらの指導等に当たっては、町と県が連携した指導等を行うことが望まれる。 

このため町は、県との連絡・協議体制を整備し、指導等に協力し、的確に町内の建築物の

耐震化を推進する。 

なお、法による指導及び助言、指示等の対象となる建築物は（表２－４：Ｐ８）のとおり

である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                     
⑫所管行政庁：建築主事を置く市町村の区域においてはその市町村（宮崎市、都城市、延岡市、日向市）の 

       長で、その他の市町村の区域は都道府県知事である。 
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２．耐震診断及び改修の促進を図るための支援策 

本町では、建築物の所有者に対し、耐震診断及び耐震改修の必要性、重要性について普及・

啓発に積極的に取り組むとともに、耐震化への取組みをできる限り支援する観点から、耐震

診断への補助に加え、耐震改修設計、耐震改修への補助事業を行っている。また、耐震改修

補助事業では、多くの方が利用しやすい制度となるよう、段階的な補助制度を取り入れたと

ころである。 

これらの事業とあわせ、県との共同のもと、国の税制（耐震改修促進税制、住宅ローン減

税）、金融機関による融資等の活用を図り、建築物の耐震化の促進を図るものとする。 

（補助事業等の概要は資料編参照） 

 

３．安心して耐震改修を行うことができる環境の整備 

建築物所有者が、安心して耐震診断及び耐震改修が行えるよう、情報提供等を含めた環境

整備に努める。 

 

（１）専門技術者の養成・紹介体制の整備 

県では、県民が耐震診断や耐震改修工事を依頼する際に安心して相談できる技術者の確

保を図るため、建築士を対象とした講習会を毎年開催し、「宮崎県木造住宅耐震化リフォー

ム推進事業（木造住宅の耐震診断）」を行う専門家である、「宮崎県木造住宅耐震診断士」を

養成・登録するとともに、市町村に名簿を配布している。 

本町においても、その名簿を活用し、耐震診断について誰もが気軽に相談できるよう、住

民への情報提供を行う。 

 

（２）相談体制の整備及び情報提供の充実 

町民からの住宅等の耐震診断及び耐震改修に関する問い合わせ等に対応するため、県（建

築住宅課、西臼杵支庁及び各土木事務所）及び本町の建設課に設置している耐震診断及び耐

震改修に関する相談窓口の活用を図り、情報提供を積極的に実施する。 

また、相談体制や情報提供の充実のため、県の担当課のほか、（一社）宮崎県建築士事務

所協会、宮崎県住宅供給公社等の建築関係団体との連携を図る。 
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４．地震時の総合的な安全対策 

（１）建築物における被害の防止対策 

平成１７年３月の福岡県西方沖地震や、同年８月の宮城県沖地震、平成２３年３月の東日

本大震災等の被害の状況から、ブロック塀の安全対策、窓ガラスの飛散対策、大規模空間を

持つ建築物の天井の落下防止対策、地震時のエレベータの閉じ込め防止対策、擁壁、がけ地

等の災害対策等の必要性が改めて指摘されている。このため町では県と連携し、被害の発生

するおそれのある建築物を把握するとともに、建築物の所有者に必要な対策を講じるよう

指導に努める。 

 

（２）地震発生時の対応 

地震により建築物及び宅地等が被害を受け、被災建築物等の応急危険度判定⑬が必要とな

った場合、町は判定実施本部等を設置し、応急危険度判定士⑭の派遣要請や、判定活動の実

施等必要な措置を講じ、余震による二次災害の未然防止に努める。 

また、被災建築物の被災度区分判定⑮の結果、補修することにより継続使用が可能な建築

物については、「再使用の可能性を判定し、復旧するための震災建築物の被災度区分判定基

準および復旧技術指針」（（一財）日本建築防災協会）等に基づく家屋の応急復旧を促進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                     
⑬被災建築物応急危険度判定：余震等による被災建築物の倒壊、部材の落下等から二次災害を防止し、住民 

              の安全の確保を図るため、建築物の被害の状況を調査し、余震等による二次 

              災害発生の危険の程度を判定・表示等を行うこと。 
⑭応急危険度判定士：被災建築物応急危険度判定に従事する者として、県知事が定める者。 
⑮被災度区分判定：被災度区分判定は、損傷率と損傷状況という２つの観点から調査が実施され、調査結果 

         は部位ごとに５つの被災度（軽微、小破、中破、大破、破壊）に区分される。当該建築 

         物の適切かつ速やかな復旧に資することを目的に行われる。 
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５．地震発生時に通行を確保すべき道路について 

県計画では、法第５条第３項第３号に基づき、宮崎県地域防災計画で位置づけられた第一

次・第二次緊急輸送道路を、大地震時に沿道建築物の倒壊により緊急車両の通行や避難に支

障がないよう、当該建築物の所有者が耐震診断を行い、その結果により耐震化を行うよう努

力を求める路線として指定している。 

本町に接道する第一次・第二次緊急輸送道路は（表３－１）に示すとおりである。 

本町としては、本計画において法第６条第３項第２号に基づく指定は行わないが、当該路

線の沿道建築物に対し、所管行政庁である県が行う周知・指導等に連携して取り組むものと

する。 

 

表３－１ 川南町に接道する第一次・第二次緊急輸送道路 

第一次緊急輸送道路 一般国道１０号線 

県道４０号都農綾線 

県道３０２号高鍋美々津線※１ 

（東九州自動車道）※２ 

第二次緊急輸送道路 県道３６４号川南港線 

県道３０２号高鍋美々津線※１ 

町道通浜海岸線 

漁港道路 川南漁港 

※１第一次・第二次混合 

※２（ ）は川南町に接道するが通行を阻害する沿道建築物がない路線 
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第４章 建築物の地震に対する安全性の向上に関する啓発及び知識の普及 

に関する事項 

１．地震ハザードマップの作成・公表 

町民自らが耐震診断及び耐震改修を実施していくためには、自分が住んでいる地域の地

震に対する危険性を十分に認識していることが必要である。県では、県内に最も大きな被害

をもたらすと予想されている南海トラフ巨大地震の被害想定結果やハザードマップ⑯（震度

分布、液状化可能性予測、急傾斜地崩壊危険度予測の３種）をインターネット上で公表⑰し

ている。 

本町においても、県の被害想定を活用し、地震に関する地域の危険度について周知を図る

ものとする。 

 

２．パンフレットの作成・配布とその活用 

既存建築物の耐震性の向上を図るため、本町ではこれまで町広報・パンフレット等の活用

や、県が開催するセミナー等の告知を通じて、一般住民や建築物所有者に対する普及・啓発

に努めてきた。今後も、県及び建築関係団体等と連携し、耐震化等に関する情報提供を行い、

各種助成制度や耐震化の必要性・重要性についてさらなる普及・啓発に努める。 

 

３．リフォームにあわせた耐震改修の誘導 

住宅設備のリフォーム、バリアフリー等の機会を捉えて耐震改修の実施を促すことが費

用面でのメリットもあり効果的であることから、県が例年実施している各種イベント等の

相談会の情報提供をはじめ、建築関係団体とも連携し、リフォーム等とあわせて耐震改修が

行われるよう普及・啓発を図る。 

また、住宅関係団体や公的機関の幅広い参加により運営される、住宅情報のポータルサイ

ト、「住まいの情報発信局」は、住宅関連の多様な情報を中立的な立場から提供しているこ

とから、積極的に町民へＰＲを行っていく。 

 

住まいの情報発信局 ＵＲＬ：http://www.sumai-info.jp/ 

 

４．地域住民等との連携 

地震防災対策は、自らの命は自らで守る「自助」の取組みと併せて、地域での支え合い・

助け合いによる「共助」の取組みが重要であることから、地震発生後の迅速な避難や、住宅

の耐震化等の対策が地域全体の取組みとなるよう、自治公民館及び自主防災組織と連携を

図るとともに、積極的な情報提供等により自主防災活動を支援していく。 

                     
⑯ハザードマップ：災害予測図、危険範囲図、災害危険個所分布図ともいい、ある災害に対して危険なとこ 

         ろを地図上に示したもの。震度分布図、液状化予測、急傾斜地崩壊危険度予測等、それ 

         ぞれの災害の種類に応じて策定されている。過去にあった災害の解析に基づき、地形・ 

         地質・植生・土地利用などの条件により危険度を判定し、通常は危険度のランク付けが 

         なされている。 
⑰インターネット上で公表：宮崎県ホームページ内で、「建築物耐震改修促進計画」で検索すると確認可能。 

http://www.sumai-info.jp/
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第５章 耐震改修促進法及び建築基準法による指導等のあり方 

１．所管行政庁との連携 

法の規定に基づく指導・助言、指示等の権限を持つ所管行政庁（宮崎県）と連携し、民間

建築物の耐震診断及び耐震改修の促進に努める。 

 

２．指導・助言、指示等の対象建築物 

法の規定に基づく指導・助言、指示等の対象建築物は（表５－１）のとおりである。平成

２５年の法改正により、耐震診断の実施及び公表が義務付けられる「要緊急安全確認大規模

建築物」、「要安全確認計画記載建築物」が新たに規定されている。 

 

表５－１ 法により規定される耐震診断及び耐震改修の指導・助言等の対象建築物 

 耐震診断 耐震改修 

所有者 

所管行政庁 

所有者 

所管行政庁 

報告命令・ 

結果公表 

指導・ 

助言 

指示・ 

公表 

指導・ 

助言 

指示・ 

公表 

➀要緊急安全確認大規模 

建築物 

（不特定多数の者が利用す

る大規模建築物等であって

耐震性が不明な建築物） 

義務 ○ － － 

努力義務 

（地震に対

する安全性

の向上を図

る必要が有

るとき） 

○ ○ 

②要安全確認計画記載 

建築物 

（防災拠点建築物等） 

義務 ○ － － ○ ○ 

③特定既存耐震不適格 

 建築物 

（多数の者が利用する一定

規模以上の建築物、危険物

取扱建築物、耐震改修促進

計画に定めた道路を閉塞さ

せる建築物） 

努力 

義務 
－ ○ 

○ 

（地震に対する安

全性の向上が特に

必要な一定の用途

及び規模以上のも

のに限る） 

○ 

○ 

（地震に対する安

全性の向上が特に

必要な一定の用途

及び規模以上のも

のに限る） 

（表２－４参照） 

④既存耐震不適格建築物 

（住宅や小規模建築物を含

め耐震関係規定に適合しな

い全ての建築物） 

努力 

義務 
－ ○ － 

努力義務 

（必要に 

応じて） 

○ － 

※③は➀を包含し、②を除いている。耐震改修の欄は③であって➀以外のものについて記載。 

 ④は➀、②、③を包含している。耐震改修の欄は④であって➀、②、③以外のものについて記載 

 

（１）要緊急安全確認大規模建築物 

平成２５年の法改正により、病院・店舗・旅館などの不特定多数の者が利用する建築物、

学校・老人ホームなどの避難弱者が利用する建築物、一定量以上の危険物を取り扱う貯蔵場

のうち大規模なもの等（耐震性が不明な建築物に限る）について、耐震診断を実施し、その

結果を所管行政庁から公表することが義務付けられた。 

本町において上記に該当する要緊急安全確認大規模建築物は存在しない。 
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（２）要安全確認計画記載建築物 

平成２５年の法改正により、県は被災時に防災拠点として機能する庁舎・病院・避難所等

を、県及び市町村は緊急輸送道路等の重要な避難路沿道建築物を、要安全確認計画記載建築

物に指定し、耐震改修促進計画に位置付けることが可能となった。 

要安全確認計画記載建築物に指定された建築物は、要緊急安全確認大規模建築物と同様、

耐震診断を実施し、その結果を所管行政庁から公表することが義務付けられている（本町の

建築物は含まれず）。 

また、県計画においては、「重要な避難路」の指定は行われておらず、本町には現時点で

要安全確認計画記載建築物は存在しない。 

 

表５－２ 県内の要安全確認計画記載建築物（防災拠点） 

○令和４年４月指定 

建築物名称 所在市町村 所管行政庁 

都城市 山之口総合支所 
都城市 都城市 

都城市 高城総合支所 

延岡市 市民体育館 
延岡市 延岡市 

延岡市 西階陸上競技場 

日向市 体育センター 日向市 日向市 

綾町 綾川荘 西館 綾町 

県 

諸塚村 村民体育館 
諸塚村 

諸塚村 中央公民館 

高千穂町 自然休養村管理センター 
高千穂町 

高千穂町 上野体育館 

○平成２９年１２月指定 

建築物名称 所在市町村 所管行政庁 

小林市役所須木庁舎 
小林市 県 

小林市役所野尻庁舎 

日向市役所本庁舎 日向市 日向市 

西都市本庁舎 西都市 

県 

高原町役場本庁舎 高原町 

西米良村庁舎 西米良村 

日之影町役場庁舎 日之影町 

五ヶ瀬町本庁舎 五ヶ瀬町 
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（３）特定既存耐震不適格建築物 

法第１４条に定める特定既存耐震不適格建築物の所有者は、耐震診断を行い、必要に応じ、

当該特定既存耐震不適格建築物について耐震改修を行うことが努力義務として規定されて

いる。 

特定行政庁である県は、上記建築物の所有者に対して、耐震診断又は耐震改修の指導及び

助言を行い、さらに、必要に応じて法第１５条による指導及び助言、指示、公表を行うもの

としている。 

 

（４）既存耐震不適格建築物 

住宅をはじめとする上記（１）～（３）の建築物以外の既存耐震不適格建築物の所有者は、

耐震診断を行い、必要に応じ、耐震改修を行うことが努力義務として法第１６条第１項に規

定されている。 

所管行政庁である県は、法第１６条第２項に基づき、必要な指導及び助言を行うものとし

ている。 

 

 

 

３．危険なブロック塀等の対策 

地震による被害の教訓として、新潟県中越地震では、敷地の崩壊などにより危険となった

住宅が多くみられ、福岡県西方沖地震や大阪府北部を震源とする地震では、ブロック塀の倒

壊により人身被害が発生するなど、敷地やブロック塀等の安全対策が求められている。 

本町では、避難路に面する倒壊の危険性のあるブロック塀等の除却工事に対し、補助制度

を設け、安全確保に関する取り組みを行う。この補助制度の対象となる避難路は、「避難施

設に至る道路で一般交通の用に供する道」とする。 

また、町内におけるコンクリートブロック塀等で、危険性のあるものについては、関連部

局と連携を図りながら、所有者等に対して除却・改修等の指導を行う。 

 

４．建築物の非構造部材等の落下物 

地震時における建築物の窓ガラスの飛散、大規模空間を有する建築物の天井落下、外装タ

イルの剥落、広告看板等の工作物の破損落下による被害を防止するため、被害発生のおそれ

のある建築物を把握するとともに、建築物の所有者に必要な対策を行うよう指導を行う。 

特に、平成２３年の東日本大震災では、比較的新しい建築物も含め、体育館、劇場などの

大規模空間を有する建築物の天井が脱落して、甚大な被害が発生した。この被害を受け、天

井の脱落対策に係る新たな基準（建築物における天井脱落対策に係る技術基準）が定められ

た。 

本町においては、対象の町有施設の一部について天井の耐震工事を完了している。耐震工

事が完了していない町有施設についても天井の耐震化が早期に図られるよう努める。 
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第６章 その他建築物の耐震診断及び耐震改修の促進に関する必要な事項 

１．関係団体等との連携 

建築物の耐震化を促進するためには、県との連携はもちろんのこと、「宮崎県住宅供給公

社」や「（一社）宮崎県建築士事務所協会」をはじめとした建築関係団体や、「宮崎県建築連

絡協議会」、「宮崎県住生活協議会」等と協働して、住民への働きかけや、町の建築相談業務

の補完等を実施していくことが重要であり、今後ともこうした建築関係団体等とさらなる

連携を図り、一般住民や建築物所有者に対する啓発等を行っていく。 

 

２．その他 

本計画は、原則５年ごとに検証する。 
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１ ．促進計画改定の背景  

近年、平成１６年１０月の新潟県中越地震、また平成１７年３月の福岡県西方沖地震、平成２

３年３月の東日本大震災など大規模地震が頻発し、多大な被害をもたらしており、大地震はいつ

どこで発生してもおかしくない状況にあるという認識が広がっている。（表１－１）  

  

政府地震調査研究推進本部によると、本県においては、甚大な被害をもたらすことが想定され

ている南海トラフでの地震の発生確率は、今後３０年以内で７０％と言われている。  

  

このように、南海トラフ沿いにおける大規模地震については発生の切迫性が指摘され、ひとた

び地震が発生すると被害は甚大なものになると想定されている。  

  

建築物の耐震化が進まない状況に加え、このような切迫性の高い地震については発生までの時

間が限られ、効果的かつ効率的な建築物の耐震改修等を実施する必要があることから平成２５年

に法が改正され、建築物の耐震化をこれまで以上に促進していくこととされた。  

  

表 1-1 地震の概要と被害の概要  

項目 東日本大震災 福岡県西方沖地震 新潟県中越地震 阪神・淡路大震災 

発災 

日時 

平成 23 年 3 月 11 日(金) 

午後 2 時 46 分 

平成 17 年 3 月 20 日(日) 

午前 10 時 53 分 

平成 16 年 10 月 23 日(土) 

午後 5 時 56 分 

平成 7 年 1 月 17 日(火) 

午前 5 時 46 分 

地震 

規模 
マグニチュード 9.0 マグニチュード 7.0 マグニチュード 6.8 マグニチュード 7.3 

最大 

震度 

７ 

(栗原市) 

６ 弱 

(福岡市、前原市、みやき町) 

７ 

（川口町） 

７ 

(神戸市、北淡路町他一部) 

被害 

の 

概要 

死  者：     19,335 人 

行方不明者：  2,600 人 

重軽傷者：     6,219 人 

住家被害：1,178,223 棟 

(平成 27 年 9 月 9 日時点) 

死  者：       1 人 

重軽傷者：    1,204 人 

住家被害：    9,837 棟 

死  者：      68 人 

重軽傷者  4,873 人 

住家被害 122,676 棟 

死  者：     6,434 人 

行方不明者：     3 人 

重軽傷者：  43,792 人 

住家被害：639,686 棟 

※住宅被害は：全壊、半壊、一部破損を合わせた数  

（出典：消防庁）  
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＜切迫性が指摘されている大規模地震＞  

  

 主な大規模地震の発生予測  

東海地震  （M8.0）今後 30年以内に 88%  

東南海・南

海地震  

東南海（M8.6）今後 30年以内に 70%程度  

南海  (M8.6) 今後 30年以内に 60%程度  

出典：地震調査研究推進本部  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

宮崎県の全域が「南海トラフ地震防災対       宮崎市、延岡市、日南市、日向市、串間市 

策推進地域」として指定を受けている。       高鍋町、新富町、川南町、都農町、門川町が 

（平成 26年 3月 28日現在）                  「南海トラフ地震防災対策特別推進地域」 

                      として指定を受けている。 

                         （平成 26年 3月 28日現在） 

出典：内閣府防災担当ホームページ     

 

 

 

 

    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

    

    

 

 

 

 

    

   4  1    
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２．震度分布図（日向灘南部地震）  
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３．震度分布図（日向灘北部地震）  
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４．震度分布図（えびの－小林地震）  
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５．震度分布図（東南海・南海地震）  

  

（出典：内閣府ホームページ）  
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６．震度分布図（南海トラフ地震）  

  

（出典：宮崎県ホームページ）  
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７．震度分布図（宮崎県独自）  

  

（出典：宮崎県ホームページ）  
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８．表層地盤のゆれやすさ⑱（宮崎県）  

  

計測震度増分 色  

1.0～1.65     
ゆれやすい  
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 ゆれにくい  

0.8～10    

0.6～0.8    

0.4～0.6    

0.2～0.4    

0.0～0.2    

-0.95～0.0    

  （出典：内閣府防災担当ホームページ） 

                     
⑯表層地盤のゆれやすさ：地表でのゆれの強さは、表層地盤のやわらかさの程度により決まるものであり、 

            この図面は、各地の平均よりもやわらかい地盤に対して、地表でのゆれが深部（工 

            学的基盤）でのゆれに対して大きくなる割合（計測震度増分）を示したもの。 
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９．液状化⑲危険度分布図（日向灘南部地震）  

 

                     
⑲液状化：地震の際に地下水位の高い砂地盤が、振動により液体状になる現象。これにより比重の大きい構 

     造物が埋もれ、倒れたり、地中の比重の軽い構造物（下水管等）が浮き上がったりする。 
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１０．液状化危険度分布図（日向灘北部地震）  

 

（出典：宮崎県地震被害想定調査報告書 概要版）  
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１１．液状化危険度分布図（えびの－小林地震）  

 

（出典：宮崎県地震被害想定調査報告書 概要版）  
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１２．液状化危険度分布図（南海トラフ地震）  

  

 （出典：宮崎県ホームページ）  
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１３．液状化危険度分布図（宮崎県独自）  

  

（出典：宮崎県ホームページ） 
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１４．耐震化が必要な防災拠点建築物の指定  

  

○令和４年４月指定                

耐震診断結果の報告期限：令和６年３月末 

 建築物名称 所在市町村 耐震診断結果の報告先 

1 都城市 山之口総合支所 
都城市 都城市 

2 都城市 高城総合支所 

3 延岡市 市民体育館 
延岡市 延岡市 

4 延岡市 西階陸上競技場 

5 日向市 体育センター 日向市 日向市 

6 綾町 綾川荘 西館 綾町 

県 

7 諸塚村 村民体育館 
諸塚村 

8 諸塚村 中央公民館 

9 高千穂町 自然休養村管理センター 
高千穂町 

10 高千穂町 上野体育館 

 

○平成２９年１２月指定           

耐震診断結果の報告期限：平成３４年３月末 

 建築物名称 所在市町村 耐震診断結果の報告先 

1 小林市役所須木庁舎 
小林市 県 

2 小林市役所野尻庁舎 

3 日向市役所本庁舎 ※ 日向市 日向市 

4 西都市本庁舎 ※ 西都市 

県 

5 高原町役場本庁舎 高原町 

6 西米良村庁舎 ※ 西米良村 

7 日之影町役場庁舎 ※ 日之影町 

8 五ヶ瀬町本庁舎 ※ 五ヶ瀬町 

※建替済み 
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１５．耐震化が進んでいない不特定多数の者が利用する公共建築物 

  

法第１４条第１項に規定する特定建築物のうち、不特定多数の者が利用する公共建築物 

 建築物名称 所在市町村 

1 五十市地区体育館 都城市 

2 勤労者体育館 

延岡市 
3 大武体育館 

4 北浦町体育館 

5 西階野球場 

6 中央体育館 高千穂町 

7 中央体育館 日之影町 

8 町民センター 五ヶ瀬町 
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１６．地震発生時に通行を確保すべき道路  

地震時に通行を確保すべき道路として指定する道路 

第１次緊急輸送道路 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

第２次緊急輸送道路 

1  九州自動車道  30  中野原美々津線  1  一般国道２６５号  

2  宮崎自動車道  31  北方北郷線  
2  

一般国道２６９号  

3  東九州自動車道  32  日知屋財光寺線  国道２６９号 BP  

4  

一般国道１０号  33  清武インター線  3  一般国道３２７号※  

国道 10 号 延岡道路  34  学園木花台本郷北方線  4  一般国道３３８号※  

国道 10 号 BP  35  清武南インター線  5  一般国道４４６号※  

5  

一般国道２１８号  36  風田星倉線  6  一般国道４４７号  

国道 218 号 北方延岡道路  
37  

益安平山線  7  一般国道４４８号  

国道 218 号 高千穂日之影道路  益安平山線 BP  8  一般国道５０３号  

6  
一般国道２１９号  38  日南南郷線  9  宮崎停車場線  

国道 219 号 BP  39  飯野松山都城線 BP  10  宮崎須木線  

7  
一般国道２２０号  40  木城高鍋線  11  宮崎高鍋線  

国道 220 号 日南防災（北区間）  41  木城西都線  12  都城北郷線  

8  一般国道２２１号  42  西都インター線  13  市木串間線  

9  一般国道２２２号  43  高鍋美々津線※  14  都城隼人線  

10  一般国道２２３号  44  都農インター線  15  都城霧島公園線  

11  一般国道２６８号  45  高鍋インター線  16  都城野尻線  

12  一般国道３２５号  46  延岡インター線  17  高城山田線  

13  一般国道３２６号  47  北方インター線  18  三股高城線  

14  
一般国道３２７号※  48  須美江インター線  19  荒武新富線  

一般国道 327 号 BP※  49  昼野曽和田線  20  稲葉崎平原線  

15  一般国道３８８号※  50  舞之山昼野線  21  北川北浦線  

16  一般国道４４６号※  51  永吉瀬田尾線  22  竹田五ヶ瀬線  

17  
宮崎西環状線  52  山ノ口永吉線  23  大久保木崎線  

宮崎西環状線 BP  53  山ノ口上塚田線  24  田ノ平綾線  

18  宮崎インター佐土原線  54  上塚田寺村線  25  都井西方線  

19  宮崎島之内線  55  征矢原立野線  26  高岡綾線  

20  日南高岡線  56  塩見大池線  27  川南港線  

21  宮崎空港線  57  小園大池線  28  高鍋美々津線※  

22  日南志布志線  58  塩見美々津線  29  古江丸市尾線  

23  都城東環状線 BP  59  臨港道路 宮崎港  30  宮崎駅東通線  

24  都城串間線  60  大淀川高水敷緊急道路  31  通浜海岸線  

25  小林えびの高原牧園線  61  臨港道路 油津港  32  市振宮野浦線  

26  高鍋高岡線  62  臨港道路 細島港  33  岩神西線  

27  石河内高城高鍋線  
 ※第１次・第２次混合  

    

34  漁港道路 都井漁港  

28  都農綾線  35  漁港道路 川南漁港  

29  東郷西都線  36  漁港道路 北浦漁港  
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１７．緊急輸送道路ネットワーク計画図（宮崎県指定）  

 

（出典：緊急輸送道路ネットワーク計画図（平成 24年 11月 21日）、宮崎県）  
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１８．川南町の補助制度概要 

 

◎川南町木造住宅耐震診断事業 

事業名 川南町木造住宅耐震診断事業 

補助対象 

・事業対象住宅の所有者が川南町内在住であること 

・昭和５６年５月３１日以前に着工され、完成している住宅であること 

・階数が２階以下で在来軸組構法、枠軸壁構法又は伝統的構法の戸建木造 

住宅である事 

・住宅を主たる用途とするもの（店舗の用途を兼ねるもの（店舗等の用途 

に供する部分の床面積が延べ床面積の１／２未満のものに限る）を含む） 

費用 

・住宅１棟につき耐震診断に必要な費用 136,000 円のうち、6,000 円を 

自己負担 

※自己負担額については、「一般財団法人 宮崎県建築住宅センター」の 

 助成を受けることが可能 

（令和４年４月現在） 

◎川南町木造住宅耐震改修総合支援事業 

事業名 川南町木造住宅耐震改修総合支援事業 

補助対象 

・「川南町木造住宅耐震診断事業」を利用して耐震診断を行った住宅で、 

診断の結果、評点が１．０未満と判定されていること 

※原則として増築に係る工事は補助対象外 

費用 

＜耐震改修工事＞ 

・住宅１棟につき、補助対象経費の８／１０以内かつ１００万円（段階的 

耐震改修工事の補助を受けたものは４０万円）を限度とする 

（１，０００円未満の端数があるときは、これを切り捨てるものとする） 

※耐震診断の結果、評点が１．０未満と判定された建築物、若しくは段階

的耐震改修工事を行い評点が０．７未満から０．７以上１．０未満になっ

た建築物が対象 

 

＜段階的耐震改修工事＞ 

・住宅１棟につき、補助対象経費の８／１０以内かつ６０万円を限度とす

る 

（１，０００円未満の端数があるときは、これを切り捨てるものとする） 

※耐震診断の結果、評点が０．７未満と判定された建築物が対象 

（令和４年４月現在） 
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◎危険ブロック塀等除却促進事業 

事業名 危険ブロック塀等除却促進事業 

補助対象 

・避難施設に至る道路で一般交通の用に供する避難路に面したもの 

・ひび割れ、破損、変色・風化、塀の傾き及びぐらつきがあり健全性が確保 

されていないと川南町の職員が確認したもの 

※除却後は、道路面からの高さ０．８ｍ以下とすること 

※対象ブロック塀等の所有者が補助対象者となる 

費用 

・次に掲げる額のうちいずれか低い額を限度とする 

（１）１敷地につき、１０．４万円 

（２）除却するブロック塀等の延長に対し、１．２万円／ｍ 

（３）除却費用の見積額に２／３を乗じた額 

（１，０００円未満の端数があるときは、これを切り捨てるものとする） 

（令和４年４月現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


